
使用料値上げに反対 公共性重視の市政を！
 

鶴岡市議会３月定例会では、公共

施設の使用料等の改定 54 件１５５施

設の条例改正と、佐藤聡市長の初め

ての当初予算案が、賛成多数で可決

されました。 

日本共産党市議団は、使用料値上

げに関する条例と、予算案に反対し

ました。 

請願３件不採択 

３月議会で会派間の争点になった、

◆「市職員の選挙関与に関する」請

願は、第３者による調査委員会の設

置を求めるもの、 

◆「辺野古移設中止」の請願は、早

急な普天間基地の危険除去実現を国

に求めるもの、 

◆「食糧法見直し中止」の請願は、

米の需給と価格の安定の責任を国に

求めるもの。 

請願３件とも反対多数で不採択と

なりました。 

 

議員発議の「武器輸出禁止を求め

る意見書案」は否決。 

「国会及び政府に非核三原則堅持を

求める意見書」は、全会一致で可決

されました。 

物価高騰から市民生活を守り、 

負担増を求めることではない 

 

令和８年度一般会計予算と条例改正

に反対 

令和８年度鶴岡市一般会計予算に、

24 日の予算特別委員会で菅井巌議員

が、25 日の本会議で加藤鉱一議員

が、使用料の条例改正に坂本昌栄議

員が、反対討論を述べました。 

     

★党市議団の主張★ 

「いま行政に求められているのは物

価高騰から市民生活を守ることであ

り、負担増を求めることでは無い」 

「学校統廃合と義務教育学校は見直

し、小規模校の良さと地域との連携

を実現すべき」 

「市民『みんなでつくる図書館』の

整備を」 

「新学校給食センターの民営化は見

直し、理想である自校直営と地産地

消を求める」 

「児童発達支援センターは、公的責

任で設置すべき」 

「合併特例措置がなくなり、年 20億

円規模の減収が続き、バイオ支援の

余裕はない」 

「国保と後期医療に、『子ども・子

育て支援金』の上乗せは、公的医療

保険から逸脱」 

「差額室料引き上げの病院事業会計

に反対」 

     

★市民の信頼確保を★ 

「鶴岡市長選挙における市職員の選

挙関与に関する調査委員会の設置を

求める請願」に、加藤鉱一議員が

「政治的中立性の判断を、利害関係

の無い第三者の専門家が行うこと

で、市民の信頼を確保できる」と述

べ賛成討論、 

 

「早急な普天間基地の危険除去実現

のために辺野古移設の中止を国に求

める意見書の提出に関する請願」

に、坂本昌栄議員が賛成討論、 

 

「食糧法の見直し中止と国の責任に

よる主食の安定供給を求める意見書

提出に関する請願」に、加藤鉱一議

員が賛成討論、 

 

 議員発議の「武器輸出三原則の堅

持及び武器輸出の絶対禁止を求める

意見書」に、長谷川剛議員が賛成討

論を行いました。
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公共施設の使用料等の値上げに係る条例改正 ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和８年度鶴岡市一般会計予算 ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

先端研究産業支援センター入居企業の貸室等使用料の値上げ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鶴岡市長選挙における市職員の選挙関与に関する調査委員会の
設置を求める請願

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 退 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

早急な普天間基地の危険除去実現のために辺野古移設の中止を
国に求める意見書の提出に関する請願

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

食糧法の見直し中止と国の責任による主食の安定供給を求める
意見書提出に関する請願

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

武器輸出三原則の堅持及び武器輸出の絶対禁止を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

子ども・子育て支援金を上乗せする国保税条例の改正と国民健
康保険・後期高齢者医療の令和８年度特別会計予算

○ ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

差額室料・各種証明書等文書手数料の引き上げを含む令和８年
度病院事業会計予算

○ ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議
長

２０２６年３月議会　賛否が分かれた議案　（○賛成　●反対　退:退席）
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【総括質問】 

菅井 巌議員 

  

①公共施設の使用料 

問 公共性を重視

し、負担増は控えるべき。 

市長 見直しする施設等は 155件。

急激な負担上昇を抑えるため 30％増

を上限とした。 

②ジェンダーギャップ解消を 

問 若者、特に女性の県外流出の要

因に、ジェンダーギャップがある。 

市長 市民意識調査を毎年実施し、

意見を踏まえ見直してゆく。 

③政策顧問の設置 

問 政策顧問のひとりである樋渡啓

祐氏は、元佐賀県武雄市長として、 

病院の民間移譲や、民間主導の市図

書館などをやったが。 

市長 助言は、市の課題と各顧問の

専門性を踏まえ、現時点で、樋渡氏

から本市の病院運営や図書館整備の

助言を受ける予定はない。 

④新学校給食センター 

問 民間委託のＰＦＩ方式の判断は

改めるべきだ。 

市長 財政面で有利な点を考慮し、

民間委託を提案した。 

⑤食糧法の見直し 

問 「需要に応じた生産」は、所得補

償と価格保証が不可欠だ。 

市長 再生産可能な水準の販売収入

と、セーフティーネットを図る必要

がある。 

⑥病院事業の改善を 

問 赤字６億７５７０万円を見込

み、厳しい。 

病院事業管理者 地域の医療機関に

直接訪問し、連携強化と救急患者の

積極的な受入れをしている。 

⑥平和推進事業 

問 県の「山形の戦争に係る歴史と

記憶の継承」に積極的な関与を 

市長 戦争の記憶や平和の尊さを次

世代に継承することは重要だ。 

 

 

 

【一般質問】 

坂本昌栄議員 

 

①第３次男女共同参

画計画 

問 市民意識調査の結果を盛り込ん

だか。 

企画部長 職場における女性活躍

や、若者の地元就職支援、家庭内の

役割分担の見直し、男性の家事・育

児等参加などの取組だ。 

 

問 行政の担当部署、地域コミュニ

ティ―の責任部署、実施計画は。 

企画部長 雇用や地域づくりなど、

あらゆる施策に共通し、全庁で共

有。政策企画課を中心に、関係部局

が連携し、地域においては、コミュ

ニティ推進課と連携する。実施計画

を作ることはしない。 

 

坂本 着実に実行するため、実施計

画と専門担当課を設置するべき。 

 

  

【一般質問】 

長谷川剛議員 

 

① 新学校給食センタ

ー 

問 直営から民間委託への転換で、

貴重な人材が失われないのか。 

教育部長 職員が培ってきた技術や

工夫の継承・定着を図る。 

 

②投票率向上の方策 

問 期日前投票で市役所が混雑してい

る。 

選挙管理委員長 混雑情報の提供や

地域庁舎の利用を呼びかける。 

 

③ごみの減量化 

問 令和８年度からの次期計画はど

うか。 

市民部長 １人１日当たり令和 17年

度までに５２０㌘以下、令和６年度

と比較し、生卵１個分相当の 49㌘削

減を重点目標に掲げる。 

【一般質問】 

加藤鉱一議員 

 

①義務教育学校 

問 ６年生の卒業式

と、中学校の入学式はどうなる。 

教育長 前期課程の修了証授与や、

後期課程が始まる行事など、開校準

備委員会で検討していく。 

 

問 義務教育学校整備の財源は。 

教育長 国庫補助金は、施設複合化

の条件で対象経費の２分の１、地方

債は、過疎債の活用で 70％が交付税

措置される。 

朝暘第五小学校の改築では、市の負

担は事業費全体の約 4割だ。 

 

  

【一般質問】 

菅井 巌議員 

 

①小規模修理修繕登録制度 

問 契約の上限 50万円の引き上げ

は。 

総務部長 資材価格や労務費の高騰

があり、今後検討していく。 

 

②中小企業の外国人材受入れ 

問 外国人材の住まい確保は。 

商工観光部長 空き家等の活用に改

修費用など予算化する。 

 

③生活保護裁判による追加給付 

問 減額改定は違法とされ、追加給

付は。 

健康福祉部長 １２００世帯以上を

見込み、１世帯当たり約６万４千

円、総額８千万円程度の給付額で、

６月議会

 


